平成26年度第4回安曇野市子ども・子育て会議　会議概要
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	協　　議　　事　　項　　等

	１　会議の概要
　　１．開　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．会長あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．議事

＊前回会議内容（会議概要等）の確認（説明：事務局）   　　　　　　　　　　

  　　議案①子ども・子育て支援事業計画(案)読み合わせ及び第1次校正

（１）計画書全体構成及び第４章「子ども・子育て支援事業計画：幼児期の教育・保育」

（２）第４章「子ども・子育て支援事業計画：地域子ども・子育て支援事業」

（３）第４章「子ども・子育て支援事業計画：地域子ども・子育て支援事業（未審議分）」

（４）第５章「施策の展開」
　    議事②今後の審議内容及びスケジュール　

４．福祉部長あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５．終　了
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２　協議概要

１．開　会　　　（進行：副会長）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．会長あいさつ
　　　　　世界一子育てにやさしいまちづくりを目指して、今日も長い時間かかるかと思いますがよろしくお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〈以下、議事　会長の進行にて〉

３．議事
○会長　
それではこの後、第４回会議の協議事項に入るが、その前に前回の会議で持ち越したもの、調整するものがあるので、前回の内容を確認しながら次へ進んでいきたいと思う。
それでは、事務局から前回会議概要について説明を。
　　　○事務局　
前回会議内容（会議概要等）の確認（説明：事務局）   
　　　　　　　　　
○会長　
ただいまから第４回会議の協議事項に入る。
審議方法については、前回同様、まず事務局による資料説明及びたたき台としての素案の提示がある。そのあと委員からご意見・ご質問をいただき、必要に応じ素案の修正などを行い、最終的な方針決定としたい。

では議案①に入る。

今回は、今まで３回にわたって委員に審議していただいた内容を、計画案として事務局でまとめ、冊子にして配布した。その中でも、第４章「子ども・子育て支援事業計画」、第５章「施策の展開」を中心に委員にご審議いただく。

各章ごと、事務局または事業担当者による説明ののち、質疑応答及び採決の時間を取る。また、会議の中盤で10分ほど休憩時間を設ける。
では、まずこの計画書の全般及び第４章「子ども・子育て支援事業計画」P21及び22「幼児期の教育・保育」について、事務局から説明を。

○事務局　
  　　議事①子ども・子育て支援事業計画(案)読み合わせ及び第1次校正（説明：事務局）
○会長：質疑応答の提案　
では、事務局から説明のあった議案①第４章「子ども・子育て支援事業計画」のうち、P21及び22「幼児期の教育・保育」ついて、何かご質問・ご意見等があれば挙手を。なお、ご発言の際はお名前を。
○Ａ委員　
数値で、４年目の事業の３～５歳のところが前年から右肩下がりになっているが、ここで落ち込んでまた翌年数字が増えている。これは人口の実際の数を入れ込んだから、たまたまこの年は人数がへこんでいると考えればいいのか。一定の割合で減らしているわけではなく、実際の数値だからへこんでいるのか。

→事務局　
全体の人口推計の変動に合わせて算出している。
○Ａ委員　
「一部公立保育所を中心に認定子ども園化」とあるが、公立保育所は平成29年を目途に全部認定子ども園化するということでいいのか。それとも市内にある公立保育所のうちピックアップしていくつかが子ども園になると考えたらよいのか。

→事務局　
29年度に公立保育所をすべて認定子ども園化したいと考えている。なぜ29年度にした理由について、当然来年度は間に合わないので、27年度に制度設計をし、保護者の皆さんにご説明をした中で29年度から移行できればと考えている。
○Ａ委員　
この表の見方について。何か規定のフォーマットがあるのか分からないが、ちょっと分かりづらい。
１号の中には幼稚園に通う子どもと認定子ども園に通う子どもと両方が含まれていることになると思うが、２番の確保内容に４つ項目があるが、その中を幼稚園と認定子ども園に分けて表記することはやってはいけないことなのか。
→事務局　
これは基本フォーマットを利用していて、今言われたように、３年目の②確保内容１行目の認可保育所・幼稚園を認定子ども園と幼稚園に分けたほうがいいということだろうか。

○Ａ委員　
そのほうが、どう解決したかと分かりやすいと思った。
→事務局　
おそらくそのような変更記載は可能であると思う。

そういうフォーマットに変えて明記したいと思う。

○Ａ委員　
今の説明だと、「公立保育所は全園認定子ども園に変わる」ということだが、大きく変わっていくわけではなくて両方を併存していく状態がずっと続くと思う。認定子ども園とは、第１回会議で、保育所と幼稚園の間というような説明を受けたと思うが、認定子ども園化することによってこれまでの公立の保育園のプログラムというか、今までは保育だけだったけが少し教育の要素も入ってくる。小学校に入学してからの学校教育を見据えたカリキュラムになっていくというようなことはあるのか。

→事務局　
認定子ども園化することについて、今までの保育要領と教育指導要領を合わせたような、指針というかプログラムを作りなさいということになっている。ただ、現状でも基本、保育所でも少なからず教育的なプログラムは行っているので、現状の幼稚園とさほど変わりはない。大きな変わりはないと考えている。プログラムを作る中で検討をさせていただきたい。それも含めて27年度に制度設計を考えていきたいと思っている。
○Ｂ委員　
先ほど、「すべての公立保育所を認定子ども園にする」というように聞こえたが、そういうことか。
→事務局　
現状それで進めたいと考えている。

○Ｂ委員　
以前の会議で、全部認定子ども園にするには職員確保や研修・免許の点などかなり大変になるので、一部を認定子ども園にしたほうがいいという結論が出たと思っていた。実際、Ｐ22の一番下にも「一部認定子ども園化を進めます」と書いてあるわけだが、今回のお話で「全園」という事になっている。いつどこで結果が変わったのか。
→事務局　
（懸念されていた職員確保の点についてなどは、その後の国や県からの情報提供により、ある程度緩和・明確化され対応可能な状態になってきたこともあり）基本的には公立保育所については、全園認定子ども園化していきたいという計画で進めたい。地域的なこともあるので、保育士の状況、その地域の方々、保護者の方の要望とかも聞きながら27年度で制度設計していく。たが、どうしても選択すべきであると判断した場合は、どこが現状の保育所で残すかどうかということも考えていきたいと思う。基本的にはサービス均等な保育サービスの提供ということで考えている。とはいっても、職員の研修方法や配置等は前回お話ししたとおり厳しい部分もあるので、今後考えていかなければいけないと思うが、基本的にはすべて均一なサービスを提供する方向で進めたいと考えている。なので、計画としては「全園」ということで、とりあえずは進んでいきたいと考えている。
確か、会議の中では基本的に指定契約時の問題もあるから認定子ども園化にしていくの
だと。ただ、私立保育所については、基本的に「保育所」として実施したいということが
ある。幼稚園についても同じ。なので、私立についてはそういう選択があるよということ
だが、市としては市の保育所、これを認定子ども園化していくという、確かそういうお
話しだったかと思う。それと幼稚園についても、基本的には認定子ども園化するとかし
ないとかいう結論ではなくて、それを求めていくというか状況に合わせていくという確かそういう結論だったように記憶している。
私立幼稚園・保育所については現行か、選択かということになるのでそちらの判断にお任せするが、公立保育所は認定子ども園化していきたい。公立幼稚所についても現行の幼稚園を基本的には引き継ぐ予定だが、認定子ども園への選択もあるので調整し、そのへんも含めた中で27年度に制度設計をしていきたいと考えている。

○Ｃ委員　
２点お願いしたい。４章から入ったわけでだが、認定区分の説明だとか量の見込みの算出方法について、この４章の前に説明があるのかどうかということをお聞かせ願いたい。
→事務局　
そういったことも合わせて意見をいただければと思う。
確かにこの計算方法であるとか、量の見込みとは何か、確保内容、要望についても何かと。私たちは審議をしているので分かるが、一般の方には解説等がないと分からないところもある。第４章に入る前に、調査全体についての記述があるので、その中に載せさせていただきたい。または、Ｐ２の「計画の性格と位置づけ」か、Ｐ21の事業計画の入る前にここでいう「量の見込み」とは、「確保内容」それをゼロに近づけるような計画を立てたという説明の文言がないと、この以下の表の読み取りは難しい気がするので、１年目に入る前に、この表の読み取り方の説明を設けたいと思う。

○Ｃ委員　
全体の案を読ませていただくと、このＰ21に入って初めてその保育認定１号、２号、３号という言葉が出てくる。そうすると、先ほど委員さんが話したように、下の数字はいったいどういう関連で出てきているのか分からない。今日いただいた資料の中には、「保育の必要性と認定に関する基準」が明記されていた。これがないと、いきなりこれが出てきて、その下の数字を見ると「656」から急に「６」になっているとかいうような関連性も分からないので、ぜひ認定区分の説明はどこかに入れていただきたいと思う。

それから「量の見込み」の算出方法について、実際保育をしていくためには基準があったように思う。このままの文章（ニュアンス）で計画書として出すと、「産めばみんな行政が子どもを育ててくれる？」というような、そんな印象を受けてしまうことはないだろうか。認定や保育の必要性という点については、「行政はこういった点がカバーできるので、親御さんにはこういった役目をお願いしたい」という事をどこかで明記する必要があるのではないだろうか。
また、「量の見込み」の数字についても、これだけ安曇野市の実態を考えると100％ではなく、例えば家庭で保育ができる子どもたちが、もし50％～60％いるのであれば量の見込みは60％に算定をして算出してあるというような「量の見込み」の算定基準というか、そのあたりのニュアンス、伝え方も明らかにしておくと、非常に整合性のある資料になると思う。

→事務局　
今のご意見に関して、認定区分に含めて第１回で皆さんお示しした資料、第１回、第２回でパワーポイントの資料を印刷して当日皆さんにお配りし、説明をさせていただいた。そこの部分から説明の文章を入れて、この表の読み方、それからその表を読み解くに当たって皆さんにお伝えをしたいこと、そこを含めてこのＰ21、Ｐ22の構成をもう一度考えさせていただきたいと思う。また、第５章でこれらの数字と次世代の計画を併せて、安曇野市としてはこのようなやり方で皆さんにご理解をいただき、進めていきたいというところが、それぞれあるわけで、そこにも、そういった親御さんへのメッセージ等も載せたいと思う。この事業計画でもある程度重複してもかまわないので皆さんへのメッセージ、理解をいただきたい点については重ねて表記をさせていただくレイアウトにしたいと思う。

○Ｄ委員　
「確保内容」の「認可外保育施設」と「事業所内保育事業」で、０、１、２歳児の数字が出ているが、市とか県の補助が出ているのか。

→事務局　
「確保の内容」の数字については、現状の「認可外保育施設」、それから「事業所内保育施設」の定員をめいっぱいのせさせていただいている。「認可外保育施設」については０－１歳についての補助金は、国・県と安曇野市として補助金交付要綱を作っている。「事業所内保育所」については、認可外保育施設ではないので出ていないはず。「認可外保育施設」として登録されていて、県のほうに申請が出ていて認められた施設から交付している。

○Ｄ委員　
「認可外保育施設」を小規模施設保育とか、家庭的保育事業に当てはめるということは考えていないということか。

→事務局　
「認可外保育施設」、「事業所内保育」の方々にお集まりいただいて、こうするかしないかという話も含めて進めることにしたいが、地域型保育の基準条例が、今パブリックコメントをしている段階で、それが終了した段階でこういう形で申請、条例化して基準を設けたのでどうかというお話をさせていただきたいと思う。まだそのお話はできていないので、最終のところで結果も含めた中で数字の上下前後入れ替えはあるかも分からないが、現況を載せてある。

○Ｄ委員　
そういう話をする予定はあるのか。

→事務局　
前回お示しをした、国が示している従うべき基準とか、通常であれば参酌すべき基準は、よっぽどの理由があれば独自のものでもいいという程度で、ほとんどは変えるのには相当のエネルギーがいるということでもあるので、だいたいそれに則った形で基準を策定、整理をしていかなければいけないという考えである。パブリックコメントの中でご意見をいただいても、従うべき基準をこうではないかといわれてもやはり直していけない部分もある。それがいつごろかということだが、パブリックコメントが10月17日の予定なので、それをまとめながらということ。準備的には、国が示している基準に則ってやらざるを得ない部分がほとんどなので、見込みでお話をさせていただくということでは、11月ごろには話をしていかないといけないと考えている。
○Ｄ委員　
今、子どもたちの自己肯定感がとても重要視されているが、０歳だとか、年齢が小さければ小さいほどとても大事な時期になる。そういう子どもたちが育つ環境というものをやはり多くの目でいい状態にしていくということで、「認可外保育施設」だとか「事業所内保育事業」というところでも公立園、私立園共に考えていくというそういうことが必要で、国で５年間の中で変えなくてはいけないというところで、同時進行は難しいかもしれないが、何とか忘れないで考えていかなければならないと思うので、ぜひお願いしたい。

→事務局　
大変重要なご意見を頂戴した。
この制度で例えば小規模の事業所あるいは家庭内保育とで、この給付制度にどうしてものってくださいということではなくて、それは制度的にも幼稚園にしてもそうだし、同様に認可外保育施設についても、それはそれでいくよということは当然選択肢として残されている。しっかり打ち出せていない部分で明確にこうだとはいえなが、市の考え方としては公立の保育所に限らず、市内の子どもたちにとって認可外であろうがどういう施設であろうが同じ立場で、支援をしていこうという方向ではある。そういったことを含めて、今度新たな子ども・子育て新制度というところで、給付制度にのる、のらないというのもあるし、のらなかった場合に市としては子育て支援をどう考えるのかというのはまた次の段階で必要だと思っているので、今の段階でどういうところまでと発表できないが、そういうことでお願いしたい。
○Ｄ委員　
今、「みんな同じように」という言葉を聞くことができたので良かったと感じた。

公立保育所の子どもたちは、例えば健康診断を公的支援で受けることができているが、「認可外保育施設」の子どもは各家庭が負担しなければならない。同じ市民でありながら、保護者がどの施設を選ぶかによって公平ではないとこともあるので、先ほどいわれたように考えていただけるといいと思う。
○Ｅ委員　
理念あたりに、「本来子どもは親がみるべき」と位置づけはあるけれども、「保育は行政でも助けますよ」という意思が感じられる理念があるといいと思う。

→事務局　
先ほどの量の関係で、「認可外保育施設」のほうに数字が載っている。これを「地域型保育事業」のほうにいく可能性もあるということになると、11月に説明会をやったりして移行する部分も出てくると思う。
そのような移行があった場合は、修正をせざるを得なくなってくるので、これはたたき台としてみていただいている。最後で説明しようと思ったが、今日の会議をふまえて、もう一度この計画の素案を作る。それを文章表現なども含めて委員でみていただき、来月中ぐらいまでに意見をいただいて、それをもとにさらに再校をしてパブリックコメントを作りたいと考えている。それまでに、今いったような説明会をして移行されるという話があれば、主旨もふまえて数字も変えてその旨を伝えていきたいと思う。
ガチガチなものではなくて、全体の大枠というのをここで決めて、その中で変更があれば当然変更していくということで、一次案ということで了解をいただければと思う。
○会長：採決　
それでは、持ち越しの問題もたくさんあるので、次回に案を再度いただき採決ということで、今日はこのＰ21、22については質問がないということで次に移させてよいか。
■了承
○会長　
引続き第４章「子ども・子育て支援事業計画」のうち、P23～31「地域子ども・子育て支援事業」ついて、事務局から説明を。
→事務局　
　　　　２「地域子ども・子育て支援事業」に関する見込み等（事務局：説明）
○会長：質疑応答の提案　
この数値と表現方法について、何かご質問・ご意見があれば挙手を。
○Ｆ委員　
３点。１つ目はＰ28の「ファミリー・サポート・センター事業」の説明文の中では「乳児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として」とあるが、この人たちだけが会員ではなくて、預かる側も保護者ではない人たちも会員なので、この表現では保護者の人たちだけがやりとりをするみたいなところがある。これを「乳児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者で児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者を会員とし、相互援助活動に…」のほうがいいのではないかと思う。

２点目、Ｐ29の⑼の一時預かりの文章で、「地域子育て支援拠点」も入っているが、「地域子育て支援拠点」は、Ｐ24の⑵の中に「キッズパーク」（児童館）も一時預かりを今後していくという方向でいるのかどうか。

あとＰ31の「放課後児童クラブ」だが、低学年・高学年ともに、ということで国では小学生とうたっていることで、６年生までだと思うが、５年間の計画の中ではどのように考えているのか。

→事務局　
Ｐ28の「ファミリー・サポート・センター事業」だが、おっしゃるとおりだと思うのでそのように変えたいと思う。Ｐ29の一時預かりの２行目「地域子育て支援拠点その他の場所」というのは、これはその場所ではなくどちらかといえばファミリー・サポート・センターの事業になるので、そのように変更したい。児童館に一時預かりをするようなことは今考えていない。主旨がまったく違うので、そういった形で変えることにしたいと思う。「放課後児童クラブ」について、再度質問をお聞かせ願いたい。
○Ｆ委員　
高学年という部分についてお聞きしたい。
「低学年・高学年ともに」だが、国の方向には、小学生とうたわれているということで、国は６年生までを児童クラブでみなさいよと、とりあえずいっている部分であったと思うが、市としては５年間の中ではまったく変えないというのか、どういう方向なのか。
→事務局　
放課後児童クラブについては、前回、条例のところで話をさせていただいたとおり、基本的には国で小学生までということで、市も基本的には条例の中で対象範囲を小学生までにしたいと思う。ただ、現状のままでいくと、施設的な面があるので、預かれる範囲を現状の４年生までとしていくことが一つ。それから今後の中では、先日の議会等でも承知かと思うが、教育委員会、放課後子ども教室との関連性も含め所管等も考えながら場所、児童館でやるのが適当なのか、学校施設を利用するのかというようなところまで、この５年間の中では考えていくことにしたい。だが、いつから実現できるかということがないので、現状の児童館の児童クラブの定員を「確保内容」としているし、「量の見込み」もそれで算出している。

○Ｇ委員　
Ｐ24の「地域子育て支援拠点事業」について、「量の見込み」と「確保の内容」の数字に大きな違いがある。「施策の方向」としてキッズパークの69回の実施の中に、子どもたちの大事な時期の、乳幼児の子どもたちの相談、情報の提供、助言というのができることなのか。私には、数字と実際が見えないというのが感想。
→事務局　
Ｐ24の⑵のところ。内容として今、委員がおっしゃった「保護者が相互の交流を行う場所」というのがメインになっている。それから「相談、情報の提供、助言」というのは、基本的には今の委託として児童館が指定管理で行っていただいている「キッズパーク」をこれに充てている。その中に子育て支援員というものを配置していただいているので、ある程度はこれでカバーできると考えている。「確保の内容」については、前回の時も話したとおり、それぞれの定員で９館、30組で９回やって69回をやるので、こんな大きな数字になる。現状の「量の見込み」のところにあるような延べで12,000とか13,000とかいうような申込み状況を考えた「量の見込み」とさせていただいている。ただ、確保的にはめいっぱい来ていただいてもここまでは、年間の延べになるが、できるよというような形で、大変大きな数字になっている。「地域子育て支援拠点事業」については、「放課後子ども教室」との兼ね合い等もあるし、これから、指定管理者と話し合いをさせていただきたいと思うが、現状では子育て支援のほうを中心に行っていきたいと考えている。

○Ｇ委員　
子育て支援員は、各児童館に来ているということで数としては少ない。それでこれだけの５万という、子どもたち一人ひとりを数字にあげていただき、それに私は感銘した。そこまで手を差し伸べていく母体がもう少し必要かと思うし、やはり児童館の中は大変忙しく、事務職員は少ないし、きめ細かい事業をしようと努力しているのはお手伝いして分かる。しかし、児童館に来ないお子さんたちもいるのかという部分の数字の違いも多いのかと思う。子育て支援事業というのはこれから本当に大切にやっていっていただきたい。委員がいっていたが、乳幼児の子どもたちのこれからという、出発のところに力を入れてもらいたいと思っている。「施策の方向」をもう少し何かないのかと思う。もう一つ加えてもらえるものがあったらいいと思う。

○Ｈ委員　
［幼稚園における在園児対象］の「確保の内容」の説明で、29年度から認定子ども園ができるからそちらで預かれるという内容の話があったと思うが、「幼稚園に通っているお子さんが一時預かりの時は認定子ども園で預かる」ということでいいのか。幼稚園も認定子ども園になるのか。公立幼稚園は認定子ども園になるのか。
→事務局　
検討を進めたいということ。

○会長　
ここで、休憩をとりたい。
○会長　
それでは会議を再開する。
○Ⅰ委員　
「地域型保育事業」が項目としてあるが、どういう事業が該当するのか。
５年間にわたり実績数が増えていないが、これは市としてはこれ以降も事業の任期化というのか、それをしない、もしくは把握しないで予定が組めない状況にあるのかどうか。この２つについて聞かせてほしい。

→事務局　
「地域型保育事業」については、要は小規模保育、10人以下定員の子を対象とした保育だとか、０～２歳に特化した保育だとか、そういったものを小規模でやっていただく事業。その認定基準を市で決定。それに基づいて事業展開をされるところがあれば、やっていただくということになる。現在、市の認可外保育施設等でそちらのほうに移行してやっていくところがあれば、その基準を除いて「地域型保育事業」のほうへ数字が前後するといったのはそういった理由。

Ｐ32のほうにも⒀のところで「多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業」があるが、こういった内容で民間が参入する場合についても基準によって審査をして運営していきたいということであれば、市としても進めていく事業になる。

○Ｊ委員　
表の体裁について。

「②－①」で空欄になっているところと、数字が入っているところがあるので、すべての表で正誤表を整えて作っていただければありがたい。それからＰ29の表が次のページへ飛んでいるので、このへんのレイアウトを分かりやすくしていただきたい。
11番目の事業計画が「放課後児童クラブ」となっている。実は「放課後～」という、似たような名称がたくさんあるので、例えば「放課後児童クラブ」は子ども支援課の事業になるし、「放課後子ども教室」というのは「わいわいランド」という事業もある。似たようなところで「放課後学習室」というのがある。そうすると担当職員間でもいったいどこの課がやっているのか、これは何の事業なのかと非常に迷ってしまう。

この冊子は「放課後児童クラブ」は子ども支援課が担当なので、例えば「放課後子ども教室」といわれるのはこういう活動で担当の課はこうですよとか、「放課後学習室」は教育委員会の担当になりますよとか、そんな区別ができるような表記なり工夫をしていただければ非常にありがたい。11番目の「放課後児童クラブ」というのは名称を変えるご予定はないか。「くるりん広場」は非常にいい名称。「放課後～」というところでどんどん新しい事業が増えてくると同じような名称でどこの課が担当するのか分かりにくいので、そんな工夫をしていただければありがたいと思う。

→事務局　
検討をさせていただく。
「放課後児童クラブ」の名称については、要綱、条例等になるので変えることはできない。「放課後子ども教室」と「児童クラブ」との連携というか、合体は文科省でも検討しているので、後ほど施策のところでも触れたいと思う。
→事務局　
　　　　　第４章「子ども・子育て支援事業計画：地域子ども・子育て支援事業（未審議分）」

　　　　　　・Ｐ32の前回未審議であった⑿・⒀の事業について説明
　　　　　　・P33　３「子ども・子育て関連のその他事業」に関する方針等
○会長：質疑応答の提案　
前回未審議の２つの事業について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。
○Ｋ委員　
「実費徴収に係る補足給付を行う事業」〈新規事業〉について、〈新規〉と書いてありながら「確保内容」が「奨励費の継続」ということだが、これは前とは別の事業ということか。

→事務局　
〈新規事業〉というのは、子育て支援事業としての〈新規事業〉という捉え方で、いってみれば前のほうも基本的には新規事業みたいなものだ。今までの実費徴収に関するものは、今回法改正によってそういった形で継続していくものも載せなさいということになったので、子育て支援事業としての〈新規事業〉という捉え方でお願いしたい。今までの就園奨励費等の継続、なおかつ市の幼稚園だけではなく市外の私立幼稚園だとか、そちらに行っている方についての就園奨励等の継続が含まれてくる。今まで子育て支援という意味での事業ではなかったので、あえて新規と考えている。

○Ｋ委員　
今までは私立高校の補助と同じくくりだったということか。
→事務局　
私立幼稚園への就園奨励費について若干説明したい。

私立幼稚園は市内には１園、豊科シオン幼稚園である。ただし、松本市だとか一部大町市等に通われている皆さんがいらっしゃる。その各園で決められた幼稚園の使用料を所得対象に応じて減免をした場合、それからお子さんが同じ園に２人いるとか、お子さんが３人いて上のお兄ちゃんが小学校の３年までにいたりとか、そういう基準がいろいろあるが、その基準に該当した場合については、幼稚園に就園奨励費という制度で運営補助を出している。こういう制度が幼稚園就園奨励費の内容となっている。
今回の違う部分は、私立の幼稚園については、今度は施設給付費という形で運営をしてくださいということで国から要望調査している。施設給付費を選ぶのか、今までどおり幼稚園として運営をしていくのかという選択が私立の幼稚園には求められている。この７月に各私立幼稚園には県から調査が入っており、それぞれ回答がされている。新聞報道によると、今の私立幼稚園から認定子ども園とかあるいは施設給付型の幼稚園へ変更するというのは、だいたい27年度においては22％ぐらいではないかという報道がされている。

施設給付費に代わると、現在県から私立幼稚園については運営補助金が出ている。運営補助金ではなくて施設型給付費ということで、１人当たりにかかる経費、それから幼稚園でかかる経費等を年間でかかる経費、こういったものについて保育園みたいな形で国から補助が出るというふうに変わる。
施設給付費を選ばなかったところについては、今までどおり就園奨励費が継続する。幼稚園の場合は受け子の要望によっては２系統で動く。ここでは新たに子ども支援での就園奨励費が残るということになっている。

初めての説明そして大変複雑であるため、非常に理解しづらい説明になってしまったが、今回の制度改正に伴い、変わる部分もあるが現存の制度が完全に廃止されたのではなく、残る部分もあるといった意味合いで捉えていただきたい。
○会長：採決　
それでは、⑿、⒀、Ｐ33についてこのまま掲載していくということでよろしいか。

■了承

○会長　
それでは、第５章「施策の展開」に移りたいと思う。事務局から説明を。

→事務局　
　　　（４）　第５章「施策の展開」・本計画の全体について説明（第一企画：説明）

　　　　　　・基本目標１～４の構成　基本的認識、施策の方向（事務局：説明）　
　　　　　　・Ｐ37　⑵　経済的支援の充実
○会長：質疑応答の提案　
第５章「施策の展開」Ｐ34～45について、何かご質問・ご意見等あれば挙手を。
○事務局　
これをもとにホームページ等に掲載をしていく。行政だと日ごろからこういう単語とか流れが分かるので読み進めることができるが、これを一般の市民の方に見ていただくには難しいのではないかと思う。素朴なご意見が一番大事だと思う。これは完璧な姿ではない。行政の人間が書くとこのような形になってしまう。とはいえ、行政用語上どうしても載せなければならないものがある。その場合は、これは分からないので解説を付けてほしいとか、どんなご意見でも結構なのでいただければと思っている。
○Ｌ委員　
子育て支援の関係だが、幼稚園においても障がいをもつ子どもさんが多い。この文章の中で「障害」の「害」という字については、確か４月ぐらいに使わないという方向だったと思うので、「障がい（ひらがな）」に統一したほうがいいと思う。

→事務局　
「がい」とひらがなで書くことになっているで、訂正する。
○Ｍ委員　
「次世代育成支援行動計画」の５年間、今まで作ったことと一字一句同じような形かと思う。例えば基本的に認識も５年前とどう違うのかとか、施策の方向で５年間やってきて、これはもう出来たのでこの言葉を消すとか、見たらほとんど一緒なので、その検証しながらこれからの５年間を考えたらと思う。
また、認定子ども園の部分があまり入っていないと感じた。これは５年分、今後の５年間というのは違うと思うので、施策の方向とかがどのように変わったのか、まったく同じなのかというのは分からないが、前の５年と今後５年はまったく同じではないと思う。そのへんはどうなのか。

→事務局　
今のご意見は、「計画策定時と状況が変わっているのだから基本的な方向も変わるべきではないか」という解釈でよいか。
○Ｍ委員　
基本的というか、例えば施策の方向という部分。
→事務局　
この部分においては、認定子ども園化の推進など、足りない部分というのはいくつかある。基本的にはこのたたきの中で、それぞれチェックしていくということで、第一案作ったものなので、申し訳ないが足りない部分はたくさんある。ここに何を付け足すべきなのか、例えば経済的支援の中で２つ新たに挙げた。３人目以降の無料化と認可外保育施設に対する支援、だけど本当にそれだけでよいのか。基本的にはお金のことになる。これをやればこれが出来ないということが当然ある。その中で優先順位を決めて今回この計画を立てて上にあげるということなので、先ほどの意見もふまえ、可不足について、ぜひご意見をお願いしたい。
○Ｎ委員　
Ｐ38の「障害」の「害」というのも安曇野市で障害表記ガイドラインというのが４月16日に出されているので、それは市のガイドラインに基づいて行っていただければと思う。障がい児支援のところも発達障害とか自閉症という古い概念のくくりで書かれているので、このへんも最近使われている表現なり、自閉症スペクトラムとかいうような障がいの分類とかもあるので、内容も精査していただければありがたい。

Ｐ39に「⑸児童虐待への対応といじめ……」という項がある。いじめ防止対策推進法が25年にできて、長野県でも26年で「いじめ」の県の条例をつくっている。安曇野市でもこの秋ぐらいにこの条例ができるのではないかと聞いている。ぜひ今の状況に合わせていじめについては安曇野市としてどのように取り組んでいるのか、というのもこの５年間で大きく変わっていると思う。そのへんの内容も盛り込んでいただければありがたいと思う。

Ｐ41の「⑴学校教育の充実」がある。教育委員会では安曇野市の教育要覧を毎年出している。この教育要覧には、学校教育でどのようなことをねらっているのかということが毎年更新されて書かれているので、ぜひそのような内容についても、ここに反映されるなり、その表現を生かしていただければありがたいと思う。「⑴学校教育の充実」に基本的認識ということで「今後は、学校、特に学級担任や部活顧問と各家庭の連携……」と書いてある。学校は学級担任とか部活動の顧問一人がお子さんを預かっているわけではない。窓口としてそういう表現はいいかもしれないが、学校組織として扱っているので、学級担任とか、部活顧問とかという形で学校の窓口が出てくるような表現はできれば控えていただきたい。

次に全体的に、冊子を通していろいろな表現が出てくるので、事務局のほうで用語集のようなものを付けたいという話があった。読んでいて非常に曖昧なところがある。例えば「子ども」という言葉が出てくる。それから「児童」という言葉が出てくる。それから「生徒」という言葉が出てくる。それから「青少年」という言葉が出てくる。それから「就学前の児童」というような言葉が出てくる。確かに文章の流れから読めばそうだが、「子ども」とはどういう年齢層をいっているのか。就学前の子どもたちだけを「子ども」といって扱っているのか、ここでの読む人の共通理解をいろんな言葉で表現されているが、どういうお子さんを対象にしているのか、そのへんの言葉の説明をいただければありがたい。

→事務局　
最後の「子ども」に対する表記について。

縦割り行政がそれぞれの分担でその単語を使って、それを一つの冊子にすると見る人は混乱をするという。その通りだと思うので、例えば「子ども」という表記を使う場合も、各項目の冒頭でここでは「子ども」というのはこういうものを指す。分けて書く必要がどうしてもある場合は、そういった説明を付けて皆さんに見ていただかなければならないと思う。用語についても、全部の章でわからない言葉だとかの用語集については、前回の次世代だと最後のページに用語集を載せている。今回も用語の説明を最後にまとめるか、それともそのページの冒頭かうしろのところで、そのページ内で用語集のような形でコーナーを設けたほうがいいのかについては、コンサルと話をする中で他の自治体の構成なども参考にしながら、用語についてのフォローについても考えて、次回、皆さんにお示しをしていきたい。

特に、「学校教育の充実」で、教育については委員がおっしゃったとおりで、教育委員会と十分な校正や教育要覧との照らし合わせができていない。これは安曇野市のものである以上、各部局が用語の使い方、それから考え方も統一をしてお示ししなければならない。教育、保健についても他に出ている要覧、用語例の文章の使い方と併せて安曇野市の方針として出していく必要かあると思うので、部局間で十分に検討、校正等をかけた上で皆さんに草案として提示をさせていただきたいと思っている。

○Ｏ委員　
Ｐ36の「基本目標２　子育てを支援する仕組みづくり」で、上に項目があって、下でいうと「このほか、離婚等で増加傾向にあるひとり親家庭に対する支援や、虐待等により保護を必要とする子どもに対する支援の充実を図ります。」とあるが、具体的にひとり親家庭で困っている方が、どこに行けば相談ができるのかとか、虐待等の報告や事実等を市のどこに相談すればいいのか。もしこれを見て一般市民の方が動きたいときに、せっかく本を作るのであれば、そういった窓口を示していただければありがたい。
市民としても児童係とか、子ども支援課とか、たくさんあるので分かりにくい。そういうものが分かりやすく示していただければありがたい。全体を通して「充実を図ります。」と書いてあるが、「具体的に『経済的な支援の窓口はこちらです』」とか、そういうことまで書いていただかないとすごく曖昧。
よいことが書いてあるので、具体的に動けるところまで書いていただければ、より良いと感じる。

→事務局　
おっしゃることはよく分かるし、そのとおりだと思う。
今検討していただいているのは「計画」なので担当部署まで記載するのは、却って見づらいし、これを全市民の家庭に配ることはない。ホームページ上でこれを全部添付して見ていただくことは可能。

そこで、市民の方には、要約した「概要版」を各家庭に配布することになると思う。細かい事業内容と、どこでその事業をおこなっているとかいうことは、以前に配った「子育てガイドブック」を毎年更新して発行しているのでそちらを見ていただく。計画書でもアピールすることは必要だと考えているので検討はしたい。

○Ｏ委員　
毎年そのように更新していただくものがあれば、こちらとも連携できていいと思う。
○Ｐ委員　
市民に広報用ではなく、計画を関係者に共有するというか、市民もホームページで見られるが、計画を書面にまとめたものだとすると、５年後に振り返った時、計画が達成されたのか、されなかったのか、振り返りができない。何を充実するとか、何に心がけたいとかを。５年後も同じような冊子になりそうな感じがするので、もう少し細かい達成目標のようなものを入れ込んでいくことは難しいのか。

→事務局　
「次世代育成支援子ども計画」は、事業に対して現状の数字が100で、これを５年後には120にしようとか、150にしようというような基本目標に対する数値をあげて、それについて評価していただいているところもある。今回の「子ども・子育て支援事業計画」は、具体的な数字については保育の充実、子育て支援事業の確保内容で見ていただくことになる。行政のもので「充実を図ります」とか、「推進します」とかという言葉が多用されるわけで、あまり言いきれるものでもない。言いきれるものであれば言いきってしまう。今のところ数字的なものは、子育て支援事業の量の見込み、確保の内容で５年後にこの確保ができているかどうかというのがメインになってくる。

○Ｐ委員　
基本目標の１と２については、これまで３回会議に出席して、事業の目標も聞いているので理解している。今日説明いただいた３と４の学校教育充実と保育を増やす等は、親としては、全国統一テストで長野の成績があまり良くないというニュースを見ると気になるところ。そんな対策が明確に示されていないところ、中学校の朝練習がどうなるのだろうというようなことも気になる。そういうことはどこか別の場所でこういった会議で話されているのか、それともこのままの感じで仕上がっているのか、どうなのか。

→事務局　
縦割り行政で申し訳ないが、「子育て支援事業計画」は、子ども、児童という概念で18歳まで、当然教育の部分、小学校・中学校・高校生までが含まれるので、そんな「子ども」という概念でこのような計画になっている。学校のいじめの対策については、それぞれ専門のところで審議されているし、私どもの福祉部署でもそういう審議がされている。それぞれ保健のほうでもそういったものがある。基本的には「安曇野市総合計画」があり、その下にこの計画がある。その下で各事業担当課の事業計画に基づくという体系になっている。
○Ｑ委員　
それは行政側の意見であって、一般の人たちはそういう一連の流れで子どもを育てている。例えば障がいをもって生まれたけれども保育所は保育所、小学校は小学校だよ、中学校は中学校だよというふうにみられてしまうと、親としてもきっと戸惑ったりするから、　せっかくみんなが集まり、いろんな部署が集まっているので、横の連携を密にしていただき一人の子どもが18歳になるまでのしっかりしたものをぜひ作っていただきたい。それぞれの部署でそれぞれの特化したことをやるのだが、それが繋ぎ合わさるような計画というか、それが一本になるようなものにしていただければいいと思う。難しいかもしれないが、やっていっていただければ他も安心するのではないかと思う。

→事務局　
基本的には、各部署で行っている事業を集約するのがこの計画という捉え方をしている。この計画にはそれぞれの担当課で行っている事業が載っているが、事業の浸透度等は、第６章で進捗状況の管理、事業の改廃等については見ていただいていくことになる。その他、それぞれの事業展開するための委員会、運営委員会が存在する。その詳細までは謳えないというニュアンスで捉えていただければと思う。

（補足）ここは特に福祉部門でこの計画を立てさせていただいたが、委員の皆さんが、立てた計画について進捗状況を把握し、点検、評価を行わなければならない。今後の会議のあり方としてもそうあるべきだと思うので、ここで分からない点については、会議でこんな題目で検討をしたい、市の様子を教えてもらいたいということがあったら、意見をいただければと思っている。事務局で調整をさせていただき、皆さんに情報を提供し、委員としてそれぞれの職場等の皆さんに伝えていただく。その中で市民も周知していただけるのがいいと思っている。

○Ｒ委員　
この部分においては、一部で古い言葉がまだ使われている。でも、まだそれは生きていると感じた。例えば放課後児童クラブは、主な担当は子ども支援課と書いてあるので、５章も扱っているところは、主な担当は教育委員会○○課とか、名称を入れていただければありがたい。組織図を見て連絡先が分かるようなものを作っていただければ活用できるのではないかと思う。
→事務局　
組織図については、新庁舎への移転等の点や組織改編などで現在検討中であることもあり、この計画書では詳細な記載は難しいかもしれないが、何かしらの関係部署名だけでも表記は入れられればとは考えている。検討させていただく。
○会長：採決　
では第５章「施策の展開」については、もう一度事務局で案を練っていただき、次回説明いただくということでよいか。

■了承

○会長　
では、最後。第６章「計画の推進体制」について事務局から説明を。

○事務局　
　　　　（５）第６章「計画の推進体制」

　　　　　　１　推進体制の概要

　　　　　　２　計画の進行管理

○会長：質疑応答の提案　
それでは２の部分または審議全体で何かご質問・ご意見があれば挙手を。

○会長　
次の議案②「今後の審議内容及びスケジュール」について、事務局から説明を。

○事務局　
議案②　今後の審議内容及びスケジュール

　
○会長：質疑応答の提案　
それでは、今後の審議内容事務局からの説明、全般について、何かご質問・ご意見等あれば挙手を。

○Ｓ委員　
議事録の署名人ということで、私も第○回目の担当になっているが、議事録の署名はいつするのか。あまり日数が経ってしまうと忘れてしまうので、早めにお願いしたい。

→事務局　
会議内容については、例えば○○委員さんが何をいったというような一語一句載せたのが議事録になる。それ以外にＡ委員、Ｂ委員ということで名前を伏せた状態で会議概要として皆さんに配り、ホームページ上にも掲載してある。本来であれば委員さんが話した一語一句を残した議事録とそれプラス会議概要の両方を迅速に回さなければと思うが、事務処理の関係上、会議内容等をまとめて皆さんに配るのが少し遅くなっている。至急対応していきたいと思う。

○会長　
以上で第４回の審議について終了する。
（挨拶）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　終　了



様式２








